
● 口座振替原則化に向けた調査（令和５年１０月５日付け国医第1432号）の概要

回答項目 回答数
①HP上での要綱の掲載 6
②納税通知書に案内文書を同封 14
③HPでの掲載（①の場合除く） 11
④その他
（チラシや窓口での案内等） 5

【問３】原則化に係る周知の方法（複数回答可）
回答項目 回答数

①条例 0
②規則 2
③要綱 11
④その他
（内規やマニュアル等）

4

【問２】原則化に係る規定の方法

回答内容 回答数
短期間で資格喪失する者への対応
(勧奨を行わない、強制しない等) 3

外国人への案内が困難 1
ネットバンクが口座振替未対応 1

【問５】支障が生じている点や特別な運用を
行っている点（主なもの）

回答項目 回答数
国保加入手続き時に案内 15
納税（分納）相談時の
登録勧奨、案内 3

完納時に案内 1

【問４】窓口勧奨の方法（主なもの）

回答内容 回答数
納付方法が多様化している 23
口座振替によるトラブルへの懸念 4
還付事務、契約手続き等の負担増 3
他税目との統一が図れない 2
対象の金融機関が限られている 2
振替を強制できないため 2

【問７】原則化の検討が進まない理由
（主なもの）

回答項目 回答数
令和６年度 0
令和７年度 0
令和８年度 0
未定 46

【問６】原則化の実施予定

原則化実施済み（17市町村） 原則化未実施（46市町村）

回答内容 回答数
原則化実施済みの市町村の取組例を示してほしい 5
原則化の定義・範囲を明確にしてほしい 3
脱退後の解約手続き等、運用の統一を図ってほしい 1
振替に係る手数料等は県で負担してほしい 1

【問８】原則化に向けた意見・要望（主なもの）その他
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